Korean Workers in Tokyo after the Great Kanto Earthquake, 1923 by Matsumoto, Toshiro
岡山大学経済学会雑誌16（4），1985，107－145
震災復興期の東京府下朝鮮人労働者
　　　　に関する人口・職業分析
? ?
俊 郎
はじめに
　震災復興を契機とした京浜一帯での都市化，工業化の進展は，急速な人口
膨脹とその中での在日朝鮮人問題の深刻化をもたらした。本稿では1920年代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）の東京府を検討対象にして在日朝鮮人の人口動向・職業動向を分析する。
　在日韓国人・朝鮮人問題についてはこれまで多くの研究者が民族差別の問
　　　　　　　　　　　　　（2）題として研究をすすめてきた。しかし，特に戦前期を対象とした場合，こう
した研究はケース・スタディであることが多く，また地域的な産業構造の変
化に対応した流入人口，階層構成の推移という点では研究が遅れている。
192Q年代の東京，神奈川についていえば，関東大震災発生直後の朝鮮人虐殺
に関して比較的研究が蓄積されているが，この震災を契機に激変した当該地
（1）在日韓国人・朝鮮人の総称については議論があるが，ここでは対象時期を考慮して
　朝鮮人に統一してある。
（2）本稿は文部省科学研究費による自然災害特別研究「地震災害の社会的・経済的影響
　に関する数量経済史的比較研究」（昭和56年度，代表者倉林義正）および「地震災害に
　伴う緊急及び中・長期金融対策の数量的分析一関東大震災におけるモラトリアムと
　震災手形割引を例として」（昭和57，58年度代表者倉林義正・松田芳郎）の一環とし
　て東京府下における朝鮮人の人口・職業動向を分析するものである。論文作成過程で
　研究会のメンバー，特に松田芳郎氏には貴重なコメントをいただいた。また，資料の
　収集等で一橋大学日本経済統計文献センターの高橋益代氏，江東区立深川図書館の前
　田久子氏，池田くみ氏には大変御世話になった。記して謝意を表します。
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方の産業構造が朝鮮人の対東京，神奈川流入に如何なる影響，変化を与えた
のかという点では研究は殆んど進められてこなかった。
　全体としてみれば，戦前における在日朝鮮人の社会的，経済的位置，職業が
如何なるものであったのか，といった問題は経済史の分野ではむしろ取り扱
うことをためらわれてきた嫌いさえある。ここでは地域的な社会，産業構造
の劇的な変化がもたらした在日朝鮮人の人口・職業動向の変化について，主
として東京府下に絞って検討することにする。なお・，以下では特に断りのな
いかぎり東京は東京府を指して使うことにする。
1　在日朝鮮人の人口推移
1．全国人口動向について
　まずはじめに戦前期における朝鮮人の対日流入の動向とその中での対東京
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
流入の位置について概観しておくことにしょう。
　植民地朝鮮からの労働力の移動は「日韓併合」以後から続いており，第1
次大戦以前の在日朝鮮人入口は2，000－3，500人の水準に達していた。内地企
（3）第2次大戦以前の在日朝鮮人の人口については内務省警保局調査の数値と国勢調査
　の民籍別数値が基本的な統計資料となるが，その信頼性については後述のように多く
　の問題点が指摘されている。さしあたり総人口についていえば，国調数値は警保局数
　値よりも大きく，それは国勢調査の調査カヴァレッジの広さ，相対的な信頼性の高さ
　を示じているものと思われる。この警保局数値とのカヴァレッジの違いについては根
　拠が不明であるが，治安当局に対する被調査者の警戒心が調査忌避を生んでいた可能
　性t警保局における定住者の規定が国調のそれよりも厳格であった可能性が考えられ
　る。しかし，国勢調査は調査年次が1920年，30年，40年に限定されておりt時系列的
　な推移を分析する資料としては不充分である。一方，警保局調査は年次別数値を示す
　貴重なものであるが，欠損年値が多く，複数系列の存在，集計ミスといった問題も残
　されている。ここでは警保局数値に吟味を加えて集計ミスの再集計と，欠損年値，欠損府
　県値の推計作業を施した田村推計値（田村紀之〔！982〕〉．によって全国動向を確認す
　ることにする。／t
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業家による朝鮮人労働者の採用は併合当該年（明治44年）に摂津紡績株式会
社の木津川工場で始められ，朝鮮での募集に関しては1913年5月に同じ摂津
紡績の明石工場が行なったそれが草分けとされている。1914－15年には済州
島にも募集入が派遣され，第1次大戦期に入ってからは労働力が不足するの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4＞に対応して朝鮮人の日本への流入は一層大規模になっていた。しかし，こう
した朝鮮における朝鮮人労働者の募集は，一方では1922年にいたるまで「勅
令352号」によって厳しい制限を受けていた。特に第1次大戦末期になって
戦時事業を中心に景気の後退が深刻化してからは，内務省を始めとする本国
側官僚が「内地に於ける多数朝鮮人労働者の失業を生じ公安上憂慮傳からざ
　　　　　　　　　　　　　　　（5）るべき事態を生ぜざるを保し難」しとして朝鮮総督府に圧力をかけたために，
総督府の渡日許可制度は厳しく運用されることになった。また，1919年に
3・1独立運動がおこってからは「朝鮮人の旅行取締りに関する通達」（1919
年4月）によって渡航手続きの許可制は一層厳格にされた（旅行証明制度）。
それが弛められるのは1922年で，この年12月，「朝鮮総督府令第153号」の発
令によって先の「取締り通達」は撤廃された。以後低賃金の朝鮮人労働者を
募集する個別企業とそれに対応する朝鮮人の渡日の動きとが活発になり，治
　　　　　　　　　　　安対策からこれに制限を加えようとする内務省の移住制限処置が繰り返し試
　　　　（6｝
みられた。
（4）大槻文平〔1930〕によれば「大戦乱（第1次大戦一松本）の勃発に伴って吾国の企
　業は大いに勃興し労働者の需要を増加し，内地労働者の九州を以て足らずして遂に朝
　鮮，台湾地方の労働者の需要を惹起した……即ち大正6年には福岡県大里硝子製造工
　場に於ては朝鮮幼工2百人を募集し同年7月大阪鉄工所は台湾土人（ママ）を募集し同
　年7月に於てすら朝鮮人労働者の上陸する者既に2千4百名の多きに達して居た」と
　いう。
（5）大正7年12月12日警閣第420号内務省警保局庁県府長官宛「朝鮮人労働者の募集に
　関する件」（朴回目〔1975〕第1碁，34ページ）。
（6）渡航手続きの簡素化を求めていた朝鮮総督府とその厳格化を追求していた内務省と
　のこの問題に関する姿勢の違いについては大正12年5月警閣第3号内務省警保局庁県
　府長官宛「朝鮮人労働者の募集に関する件依命通牒」，大正！3年2月4日警保局財団第
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　第1図は「日韓併合」以後の在日朝鮮人人口の推移を示したものであるが，
大戦中の1917年を画期に在口人口は急増し，その後1924年，28年の飛躍的拡
大と，昭和恐慌期の停滞を経て日中戦争期，太平洋戦争期各々における急増
を確認することができる。さしあたり日本国内での人口自然増を考慮せずに
図中の人口推移を朝鮮からの流入動向と考えると，植民地側からの押し出し
　　　　　　　　（7）
要因は別として，大戦中の労働力不足と20年代の工業化の進展，’震災復興，
そして題画時期・戦時期の労働力不足が彼等に対する吸引要因として働いて
ほ・人）
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資料．田村紀之「内務省警保局調査による朝鮮人入口（1）　　総人口・男
　　　女別人口　　」（『経済と経済学』第46号＞1981年．
　注．図中に示し得なかった1910－16年の数値は各々2，200人，2，500人，
　　　3，200人，3，600人，3，500人，4，000人，5，600人である．
　67号「朝鮮人に対する旅行証明の件」，大正15年9月23日朝保秘第1，170号朝鮮総督府
　警務局内務省警保局長宛「朝鮮人労働者募集取扱に関する件」（朴慶植〔1975〕第1巻，
　38ページ以下）参照。本国側の政策の推移については戸塚〔1974〕139ページ以下参照。
（7）朝鮮からの排出要因の主たるものは，植民地化によって新たな展開をみせることに
　なった地主小作関係の下で朝鮮農民が貧窮化したことであった（大阪市社会部調査課
　　〔1924〕，林柄潤『植民地における商業的農業の展開』，東京大学出版会，1971年，金斗
　宗「植民地における1920年代の農業金融について」『経済学研究』第5号，1965年，浅
　田喬二『日本帝国主義下の植民地地主制』御茶の水書房，1968年，参照）。
　　朝鮮農民の対外流出としては対日流出に匹敵して大槻模に展開した対中国東北流出
　が挙げられる。これについては，井上学「日本帝国主義と間島問題」（『朝鮮史研究会
　論文集』第10集，1973年），白狐〔1965〕第1編第1章を参照。
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いたものと推測することができよう。
2．府県別動向について
　朝鮮からの労働力移動が日本経済の工業化，都市化に対応して進展してい
たということは，彼等の移動先がそうした工業化，都市化の先進地帯であっ
たことにも現れている。かれらの移住先は日本全国に広がってはいたが，絶
対的な回数から見るならば，上記の段階的な推移に対応して，阪神，中京，
京浜の各大都市，工業地帯，そして北九州，北海道の炭鉱地帯へと著しく集
中していた。府県別に各時期の特徴を示したものが第1表である。
　〔「日韓併合」から第1次大戦まで〕「日韓併合」以後第1次大戦（1915年）
までの移住先の特徴は地理的に朝鮮に近い九州及び本州西端の割合が高かっ
たことであり，福岡（第2位，13．6％），山口（第3位，12．4％），長崎（第4
位，8．8％），大分（第5位，4．2％）の西南四品で全体の38．9％を占め，他に
佐賀（2．7％），熊本（2．6％）への移住も加えるとその比重は44．4％にも上っ
ていた。東京（第1位，13．7％）大阪（第4位，10．0％）も高い割合を占め
てはいたが，以後の時期に比べると大戦以前の移住は西南日本を中心とした
それであり，規模としても未だ小さなものであったということができよう。
　〔第1次大戦期〕第1次大戦期の増加の特徴は上記の九州・山口，東京，
大阪に加えて北海道が増えていたことで，北海道の占める比率は15年の2．1％
から20年には一挙に5．7％に高まり，15－20年の在日朝鮮人増加に対する在
北海道人口増加の寄与率は6．2％にも上った。ここには大戦中の夕張，三菱
美唄，雄二等の炭鉱開発の進展が反映されている。
　第1次大戦期のその他の著しい増加府県は大阪（398人⇒2，562人，寄与率
15．7％）兵庫（203人⇒2，562人，9．0％）福岡（541人⇒6，798人，23．9％）山
口（494人⇒1，640人，4．4％）東京（548人⇒2，053人，5．8％）で，以上の諸
府県に北海道を加えた6府県で1910－15年の増加寄与率は65％に上っている。
　〔1920年代〕1920年代に入ってからの増加は一層顕著となり，20－25年の
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第1表　在日朝鮮人県別人口
1910 19151920 1925 1930 1935 1940 1945
北海道 26 84 1，710・　3、628 7，672 9，41438，273 96，206
青　森 4 5 28 30 258 374 2，175 3，260
岩　手 3 8 29 1ユ7 555 1，071 3，721 12，112
宮　城 3 6 111 141 778 904 2，015 8，836
秋　田 0 ，　　3 54 30 214 334 1，678 7，068
山　形 20 4 89 73 272 330 1，048 2，206
福　島 32 48 207
??，
1，954
??，
5，549 18803，
茨　城 6 21 42 484 656 1，306 3，87713，635
栃　木 9 22 84 193 5ig 886 2，Qgl 10272，
群　馬 29 22 246 1，438 1，272 2，006 4，544 12，812
埼　玉 5 4 25 669 1，043
??「
4，884 11，620
千　葉 7 29 25 1，172 1，330 2，690 4，88613，234
東　京 348 548 2，053 10，81833742， 53，556 87497， 101，236
神奈川 50 64 5145，561 9，794 14410， 24，842 64494，
新　潟 6 16 61 515 1，242 1，607 4，365101108
富　山 1 5 17 1，347 1，403 1，641 3β76 3，984
石　川 3 1 43 206 L184 3，851 5，169 8，850
福　井 3 56 40 289 2，099 7，201 11，725 20，597
山　梨 4 4 112
???
2，039 」24441 9，514
??，
長　野 17 14 348 1，640
??，
5，373 8，152 26，406
岐　阜 12 15 215 2，380 5，15310，986 20，09329，182
静　岡 6 27 114
????
4，548 7，427 15，726 23，245
愛　知 42 104 4059，733 23543， 51，461 77，951 142，484
コ　重一　　　　　　　　　一 76 24 123 1，586 8，092 4，75711660レ 23，283
滋　賀 4 30 138 1，09ユ 3257， 5，759 7，79213，225
京　都 53 87 856 6，978 17，31742128， 67，698 691900
大　阪 206 3984，弓94 31186073，622 202，3113 2，269333，354
兵　庫 75 203 2，562 7，800 15，96446，589 115，154 144，318
奈　良 35 20 2981，092 4239， 6，578 9，232 13，531
和歌山 23 56 111 1，943 5，881
??，
11，298 23709，
鳥　取 3 7 178 2ユ7 836 1，516 2，678 7，385
島　根 31 46 512 5001，782 3β67 7，146 19，824
岡　山 48 59 526 1，001 2，963 7，988 11，887 36，526
広　島 24 23 958 4，025 7，189 17，385 38，221 84886，
山　口 163 494 1640， 4795， ユ0，858 27347， 72，700 144，302
徳　島 12 23 32 521 427 1，166
???
1，861
香　川 5 14 58 342 576
??，
2，214 6173，
愛　媛 10 34 59 656
??，
3，092 5，506 15553，
高　知 3 28 109 240 971 1，108
???
10，153
福　岡 335 541 6，798 13，357 25838， 39865， 116，864．205，452
佐　賀 34 107 475 709 1，157 3，538 8，69324512，
長　崎 173 350 2，242 2，4074944， 7，229 18，144 61，773
熊　本 62 103 359 9181，303 2，470 5，69919，540
大　分 187 168 535 1，045
??，
5，102 8，04631，037
宮　崎 30 12 189 3041，341
??， ??，
12391，
鹿児島 18 55 320 173．　　635 1，236 3，22018，592
沖　縄 0 0 5 ユ5 29 68 109 106
合　計 2，2463，99230，ユ49129，870 298，091625678　， 1，190，444ユ．968β07
資料　田村紀之「内務省警保局調査による朝鮮人人口（工）一一一総人口・男女別人口
　　と経済学』第46号，1981年）60－66ページによる，
」（『経済
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在日人口は3万人強から13万弱へと僅か5年間で4．3倍に増え，その流入地は
それ以前の時期に較べて一層全国的に広がっていたが，移住先の都市部，工
業地への集中も同時に進行していた。具体的には大阪（7。1倍，寄与率27．4
％）愛知（24．0倍，9．4％）東京（5．7倍，8．8％）福岡（2．0倍，6．6％）京都
（8．2倍，6．1％）兵庫（3．0倍，5．3％）神奈川（10．8倍，5．1％）山口（2．9倍，
3．2％）広島（4．2倍，3．1％）静岡（21．2倍，2．3％）岐阜（11．1倍，2．2％）
山梨（19，4倍，2．1％）北海道（2．1倍，1．9％）といった府県が20年忌におい
て増加寄与率の高かった地方で（寄与率合計83．2％），特に大阪への著しい集
中とそれを取りまく京都・兵庫への急速な流入，東京・神奈川，愛知・岐阜，
静岡・山梨，山口・広島の各地方への流入が目立っている。
　25－30年の増大は13万人弱から30万人弱へと2．3倍のテンポであったが，
20年代前半に増加が顕著であった上記の地方に加えて近畿地方の増加が著し
かった。大阪（2．3倍，寄与率24．8％）東京（3．1倍，13．6％）愛知（2．4倍，
8，2％）福岡（1．9倍，7．4％）京都（2．5倍，6．1％〉兵庫（2．O倍，4，9％〉三
重（5．1倍，3，9％）山口（2．3倍，3．6％）神奈川（1．8倍，2．5％）北海道（2．1
倍，2．4％）和歌山（3．0倍，2．3％）奈良（3．9倍，1．9％）広島（1．8倍，1．9％）
といった府県が主な流入先で，大阪・兵庫・京都（寄与率35．8％），東京・神
奈川（同16．1％）という京阪神，京浜の二つの地方へのひきつづく集中と同
時に，愛知から三重へ，大阪から和歌山・奈良へ，山口から広島・岡山へと
いう拠点府県からの外延的拡大，福岡への再度の集中が特徴的であった。
　〔1930年代〕1930－35年の期間には在日朝鮮人人口は29万8千人目ら62万
6千人へと2．！倍加し，その移住先は日本資本主義の重工業化の進展を反映
して阪神，京浜，中京の比重が一層大きくなっている。大阪（2．7倍，寄与率
39．3％），兵庫（2．9倍，9．3％），愛知（2．2倍，8．5％），京都（2．4倍，7．6％），
東京（1．6倍，6．0％〉，山口（2．5倍，5．0％），広島（2．4倍，3．1％），岐阜
（2．1倍，1．8％），福岡（1．5倍，4．2％），福井（3．4倍，1，6％），神奈川（1．5
倍，1．4％）といった府県が主要な流入先であったが，大阪・兵庫・京都の三
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府県が56．2％という過半数を越える寄与率を示していたのに対して，東京・
神奈川の寄与率は25－30年の16．1％から7．4％へと対照的に大きく落ちこん
でいた。1930年代は日本の工業の中心が次第に阪神地域から京浜地域へとそ
の重点を移行させてゆく時期であるが，この時期の在日朝鮮人の増加はむし
ろ20年代のそれとは逆転して，京浜よりは阪神において一層顕著であったこ
とは注目しておいてよい。福井をはじめとする北陸への移住が急増しはじめ
たのもこの時期である。
　1935－40年目増加は62万6千人から119万人へと1．9倍加であるが，その増
加数56万5千人はそれ以前の実績をおおきく上回っている。この時期には戦
戦時期への移行を反映して移住先に一定の変化が現れている。主要な移住先
となっていたのは大阪（1．5倍，寄与率19．5％）福岡（2．9倍，13，6％）兵庫
（2。5倍，12．！％）山口（2．7倍，8．0％）東京（1．6倍，6．0％）北海道（4。1
倍，5．1％）愛知（1．5倍，4．7％）岐阜（1．8倍，4，5％）京都（1．6倍，4，5％）
広島（2．2倍，3．7％）神奈川（1．7倍，1．8％）といった諸府県で，相変わら
ず京阪神，京浜，中京一帯への集中が甚だしいが，それでも増加寄与率の減
少に表れているように，1930年以前に比べると大都市周辺への集中は相対的
には弱まっていたといえる。
　〔1940－45年〕1940－45年はよく知られているように一般的な意味での移
住とは別に，戦時期における労働力不足を補う目的では朝鮮人労働者の「強制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）連行」が行なわれた時期で，増加絶対数はもっとも多かった。在日人口は119
（8）日本本国の「労務動員計画」に対応して進められた「強制連行」は総督府が警察，
　軍，職業紹介所，関係協和会等の強制力を以て労働力の調達を行政的に行なったもの
　で，1939年に始められ，42年からは朝鮮総督府「鮮人内地移入斡旋要項」（2月24日）
　によって手続きの簡素化と労務者供出の強化が実施ざれた（いわゆる「官斡旋」方式
　については朴慶植『朝鮮人強制連行の記録』〔1965〕51ページ以下，戸塚〔1974〕140
　ページ以下，「強制連行」の具体的方法については吉田清治『私の戦争犯罪一朝鮮入
　強制連行』〔三一書房，1984年〕参照）。これとは区別される一般移住tこついていえば，
　船舶事情の逼追もあって42年以後来日数は一貫して減少し，44年からは帰国者数が来
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万強力・ら196万9千人へと77万8千人の急増をみせている。主要な流入地は
福岡（1．8倍，寄与率11．4％），山口（2．0倍，9．2％），愛知（1．8倍，8．3％），
北海道（2．s倍，7．4％），広島（2．2倍，6．0％），長崎（3．4倍，5．6％），神奈
川（2．6倍，5、1％）の各県で，特に広島，長崎の急増が目につくが，戦時期
の両県における軍需工業の存在を反映したものと思われる。一方，「日韓併
合」以後一貫して増加寄与率が圧倒的に高かった大阪（1．1倍，2．7％），京都
（1．0倍，0．3％），兵庫（1．3倍，3．7％），東京（1．2倍，1．8％）といった府県
は軒並みその寄与率を激減させていた。福島（3．4倍，1．7％），岩手（3．3倍，
1．1％），茨城（3．5倍，1．3％），栃木（4．9倍，1．1％），群馬（2．8倍，1，1％），
埼玉（2．4倍，0．9％），千葉（2．7倍，1．1％）の関東・東北諸県，長崎，佐賀
（2．8倍，2．0％），熊本（3．4倍，1．8％），宮崎（2．3倍，0．9％），鹿児島（5．8
倍，2．0％）の九州諸県，広島，山口，岡山（3．1倍，3．2％），島根（2．8倍，
1．6％）の本州中国諸県，愛知，和歌山（2．1倍，1．6％），岐阜（1．5倍，1．2
％），三重（2．0倍，1．5％）の中京諸県，長野（3．3倍，2．3％），福井（1．8倍，
1，1％），静岡（1．5倍，1．0％），滋賀（L7倍，0．7％）の各県がそれ以前と比
較すると増加寄与率が高まっていた地方で，40－45年期の移住先の拡散は戦
前期全体を通してもっとも大きかった。この時期に特に目立つ愛知，北海道，
長崎，広島への集中と，従来集中の顕著であった大阪，兵庫，東京での落ち
込みの激しさからは，当該期の対日朝鮮人流入が，一般的な意気での職を求
めての大都会への移住から総力戦期の軍事的徴用へとその内容を変化させつ
つあったことが窺われる。
　いずれにせよ戦前の朝鮮人の対日流入において東京は常に中心的な位置を
占めてお・り，1920年代とりわけその後半では大阪周辺に次ぐ人口の吸収が見
られたことに注目しておく必要があろう。
日数を上回っていた。従って，統計上では一般帰国者数の増大との相殺によって「強
制連行」による来日数は実際よりも低めに示されている（朴慶植〔1965〕48－74ペー
ジ，朴在一・〔1957〕30ページ以下参照）。
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11　東京府下の朝鮮人人口動向
1．資料について
　東京に朝鮮人部落が拡大したのは大正期の後半であった。大正8年には城
東区大島町に247世帯909人の集落が，大正12年には荒川区三河島町に350世
帯700人の集落が，大正13年には小石川区戸崎・氷川下町，豊島区西巣鴨町
（「水久保」）にそれぞれ101世帯349人，120世帯400人の集落が成立していた
　　　（9）
という。
　倉林〔1983〕に明らかにされているように，1920年代の東京市内及び東京
府下の一般入口の推移は第1次大戦期以来の“西の方向”への都市的発展と
隅東工業地帯の発展を反映した「東漸」現象とが一層加速化する過程であっ
た。すなわち「山の手」城北3区（牛込，小石川，本郷）及び北豊島，豊多
摩1荏原の各論における急激な人口膨脹と浅草，本所，深川各区，南葛飾郡
における人口急増がそれである。そして東京市内においても隣接郡部におい
てもこうした人口の増加は“西の方向”への増大が「東漸」現象よりもはる
かに顕著であった。在日朝鮮人の場合，当該期における人口の推移はどのよ
うなものであったのだろうか。
　東京府下の朝鮮人人口の推移は，一般人口のそれとは大分異なる傾向を見
せていた。端的に言って朝鮮人人口は「西の方向」への都市的発展よりは隅
東及び芝浦一帯における臨海工業化に対応して「東漸」「南漸」現象を明瞭に
していた。第．2－4表は東京府統計書に記載された東京府下の朝鮮人入口を
区別，郡別にまとめたものである。東京痴話計書数値は国勢調査数値及び内
務省警保局数値（田村推計値）と一致せず，これらを直接的に比較すること
はできないが，同資料は府下の朝鮮人人口を各区・郡別に年次的に確認でき
（9！樋口雄一「在日朝鮮人部落の成立と展開」（小沢有作編〔1978〕所収）。
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第2表　東京府統計書による人口推移
（1）東京市（旧市域）〔各年末数値〕 （人）
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????????????????
???
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????
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??????????????
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69?????????
????
㌘?????????????????????????
???
65
???????????????????????????????????????????????????????????????（
???
???????????????????????????）?????????????????????????????????????（
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第2表
（2）郡　　部 （人）
八王子市 荏原郡 豊多摩郡 北豊島郡 南足立郡 南葛飾郡 西多摩郡
！919 4 0 719 34 12 2 0
1920 ? ? ? ? ? ? ?
1921 41 166 459 489 29 113 17
1922 26 191 780 885 172 169 30
1923 ? ? ? ? ? ? ?
1924 202 986 639
???，
19 789 241
1925 122
???， ???， ???，
148 943 125
1926 30
???， ???， ???，
149 792 40
1927 19
???， ???， ???，
180
???，
127
1928 22
???， ???，
5，013 502 3，490 654
1929 56
???， ???， ???，
384
???，
256
1930 56
???， ???， ???，
396
???，
226
1931 208
???， ???， ???，
486
???，
60
1932 241
???， ???， ???，
596 4，792 43
1933 280 8，539
???， ???，
589
???，
60
1934 544 11，002
???， ???，
688 8，401 0
1935 〃 ? ? 〃 〃 ? 〃
南多摩郡　　北多摩郡　　郡部小計　東京府合計
???????????????????＝????????????
38
135
?
　375
　602
　807
　723
　932
　969
　904
1，000
1，594
1，538
1，712
　ク
71
H
7
1，354
2，397
　？
4，613
6，226
7，302
9，202
17．622
19，560
19，115
20，161
21，753
23，345
33．306
　11
1，072
2，120
3，234
4，631
　？
8，385
10，818
ユ3，231
16，083
28，320
31，290
29，669
31，002
34，262
37，202
50，798
　t／
資料『東京府統計年韓』各年
　　版による。
注1，東京府合計には庁管内
　　（離島），水上生活者を
　　含む．
注2．昭和7年以降について
　　は品川区，目黒区，荏原
　　区，大森区，蒲田区，世
　　田谷区，渋谷区を荏原郡
　　に，淀橋区，中野区，杉
　　並区を豊多摩郡に，豊島
　　区，瀧野川区，荒川区，
　　王子区，板橋区を北豊島
　　郡に，足立区を南足立郡
　　に向島区，城東区，葛飾
　　区，江戸川区を南葛飾郡
　　に集計．
注3．大正7年の東京府合計
　　は514名であったことが判
　　明するが，地域的分布は
　　不明である．
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第3表　東京府統計書による人口推移（仲び率）
（1）東京市（旧市域）〔各年末数値，大正10年＝100〕
麹町区 神田区 日本橋区 京橋区 芝　区 麻布区 赤坂区 四谷区
1919 67．7 17．0 27．3 164．4 7．3 36．4 55．1 27．7
1920 ? ? ? ? ? ? ? ?
1921 100．0 100．0 100．0 　　　，P00．0 100．0 100．0 ！00．0 100．0
1922 165．6 107．4 127．319 ．2 118．3 79．5 161．1244．4
1923 ? ? ? ? ? ? ? ?
1924 162．5 80．3 254．5 3712 23L7 134．1 188．8861ユ
1925 14L7 100．0 368．2384．9 341．5 238．6 205．6833．3
1926 288．5 105．9 522．7 495．960．0 368．2 172．2
??．???
1927 310．4 82．8 709．1602．7 564．6 3U．4 216．7
??．???
1928 386．5 98．5 736．4
??．???
1，054．9 427．3 694．4
??．???
1929 313．5 121．4 400．0
??．??? ??．???
450．0 361．1
??．???
1930 275．0 145．0 477．3 838．4
????，
470．5 250．0
??????
1931 243．8 148．6504．5 800．0
??．???
329．5 400．0
??．???
1932 271．9 164．6 381．8 928．8
??．???
43L8 372．2 927．8
1933 274．0 165．4 390．91，001．4
??．???
452．3 283．3 955．6
1934 226．0 239．ユ 713．6
??．??? ??．???
947．7 3ユ6．7
??．???
1935（？）〃 〃 〃 ? 〃 〃 〃 〃
牛込区 小石川区 本郷区 下谷区 浅草区 本所区 深川区 　小　計i水上生活者を含む
1999 5．9 14．0 15．1 1．5 7．1 12．4 23．5 16．0
1920 ? ? ? ? ? ? ? ?
1921 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
1922 119．9 83．！ 103．7 59．7 74．8 164．6 184．3 ！18．8
1923 ? ? ? ? ? ? ? ?
1924 92．3 84．8 55．3 149．3 116．1745．1 600．7200．6
1925 104．1 96．1 89．5 19LO 140．6 809．7 820．9244．3
1926 104．1 165．2 121．0 255．2 187．7
??．???
941．8 315．4
1927 152．1 183．7 173．1 283．6 205．8
??．??? ??．???
366．0
1928 242．1 215．2 234．7 459．7 344．51， 32．7
??．???
569．0
1929 219．5 178．7228．3 413．4 402．62，056．6 2，225．5623．9
1930 214．9 290．0 207．3 462．7 407．7
??．??? ??．???
561．4
1931 210．4 309．6 191．8 565．7 539．4
??．??? ??．???
576．6
1932 219．0 406．2 182．6441．8 595．5
??．??? ??．???
665．4
1933 271．9 ? 199．5 820．9 574．22，988．5
??．???
737．1
1934 322．6 565．7 232．9 962．7 564．5
??．???
3チ267．3 929．3
1935（％〉・ 〃 ? 〃 〃 〃 〃 〃
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第3表
（2）郡 部
八王子市 荏原郡 豊多摩郡 北豊島郡 南足立郡 南葛飾郡 西多摩郡
1919 9．8 0 156．6 7．0 41．4 1．8 0
1920 ? ? ? ? ? ? ?
1921 100．0 100．0 100．0 100．0 100．010 ．0 100．0
1922 63．4 ！15．1 169．9 180．9593．1 149．6 176．5
1923 ? ? ? ? ? ? ?
1924 492．7 594．0 139．2278．3 65．5 698．2 1，417．6
61925 297．6 839．8 238．6 351．7 510．3 834．5 735．3
1926 73．2 1，175．3 298．0 600．6 513．8700．9 235．3
1927 46．3
??．???
421．4． 505．3 620．71，147．8 747．1
1928 53．7 2β90．0 593．7
??．??? ??．???
3，088．5 3，847．1
1929 136．6
??．???
740．1
??．???
1，324．1 3，631．9 1，505．9
1930 〃
??．???
764．5
??．???
1，365．5
??．???
1β29．4
1931 507．3
??．???
724．2
??．???
1，675．9 3，459．3 352．9
1932 587．8
?????
567．5
??．??? ??．??? ??．???
252．9
1933 682．9 5，144．0 6ユ9．0
?????， ??．???
4，238．1 352．9
1934
??．???
6，627．7 775．4
??．??? ??．??? ??．???
0．0
1935 〃 〃 ? ? ? ? 〃
南多摩郡 北多摩郡 郡部小計 東京府合計 資料 第2表に同じ．
1919 0．0 0．0 56．9 33．1
1920 ? ? ? 65．6
1921 100．0 100．0 100．0 100．0
1922 450．0 355．3 177．0 143．2
1923 ? ? ? ?
1924 50．0 986．8 340．7 259．3
1925 3，850．0
??．???
459．8 334．5
1926 640．0
??．???
539．3 409．1
1927 575．0
??．???
679．6 497．3
1928 1，585．0 2，452．6
??．???
875．7
1929 920．0
??．??? ??．???
967．5
1930 ユ，080．0
??．???
9ユ7．4
1931 ??．??? ??．??? ??．??? 958．6
1932 1，750．0
??．??? ??．??? ??．???
1933 2，350．0 4，047．4
??．??? ??．???
1
1934 0．1 3．4 65．6
??．???
1935 〃 〃 ク 〃
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第4表　東京府統計書による人口推移（地域分布）
（1＞東京市（旧市域）〔各年末数値，％〕
???
??????????
?、????
????????????????。???。???。????????????
???
。9??
???
??，???????????????????????????????????
???
?? ?
???
????
??
、6??? ?? ??
???
??，
???
???????????????????????
???
｝?????????』??????????????????????????
????
??
???
?????????? ，? ? ?? ?? ?。??
???
???????????
????
??????????????????．
???
????????????????????????????????????????????????????????????????
???
??????????????????????????????????????????????????
????????
??????????????????????????????????
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第4表
（2）郡 部 （％）
八王子市 　　　　「`原郡 豊多摩郡 北豊島郡 南足立郡 南葛飾郡 西多摩郡
1919 0．4 0 67．1 32 1．1 Q．2 0
1920 ? ? ? ? ?
?
1921 1．3
????
14．2 15．1 0．9 3．5 0．1
1922 0．6 4ユ 16．8 19．1 3．7 3．6 0．6
1923 ? ? ? ? ? ?
1924 2．4 11．8 7．6 16．2 02 9．4 2．9
1925 1．1 12．9 10．1 15．9 1．4 8．7 1．2
1926 0．2 14．7 10．3 22．2 1．1 6．0 0．3
1927 0．1 12．0 15．1 1ユ 8．1 0．8
1928 0．1 14．0 ．9．6 17．7 1．8 12．3 2．3
1929 0．2 14．5 ’　10，9 18．1 1．2 13．1 0．8
1930 0．2 15．3 11．8 17．8 1．3 13．4 0．8
1931 0．7 17．2 17．2 18．8 1．6 12．6 0．2
1932 0．7 22．1 7．6 18．1 1．7 14．0 0．1
1933 0．8 23．0 7．6 17．7 1．6 12．9 0．2
1934 1．1 21．7 7．0 19．0 1．4 16．5 0
1935 ? 〃 〃 〃 〃 〃 〃
南多摩郡 北多摩郡 郡部小計 東京府合計??????????????????0???
??
???????????
? ???????????0 ???? ? ? ?????????????????? ?0???ー0
?????????????????
資料　第2表に同じ．
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る唯一の資料であり，ここでは府統計書数値を中心にその人口推移を確認し，
必要な限りで国調数値にも触れることにする。1932年の市域拡張にともなっ
て誕生したいわゆる「新市域」，品川，目黒，荏原，大森，蒲田，世田谷，渋
谷，淀橋，中野，杉並，豊島，滝野川，荒川，王子，板橋，足立，向島，城
東，葛飾，江戸川の各区については表に注記した内容で旧郡別に再集計して
ある。
2．東京府統計書にみる東京府下朝鮮人人口の推移
　〔第1次大戦期〕すでに確認したように第1次大戦期の東京における朝鮮
人人口の増大は全国的に見ても急激であった。東京府統計書では大正7年
（区・郡別には大正8年）以前の数値を把握することができないが，第3表
に見るように麹町，神田の2区が1919年に各々府下の6％強を占めていたと
いう事実からみて，大戦期までの増加は両区域が市内では最も顕著であった
ものと思われる。そのうち神田区は大戦期を通してその比重をさらに1割以
上にまで高めていた。この他に大戦中の増加が目立つのは牛込，小石川，本
郷で，21年にはこの「山の手」城北3区の人口だけで府下の19．1％を占める
にいたっている。本所，深川の“川向こう”においても増加は著しいが，そ
の絶対数はまだ麹町，神田の諸区には及ばない。町別にまで遡ることの出来
る1920年の国調外地人数値によってさらに子細に地域別の分布を確認してみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ると（以下国調にもとつく町別数値はすべて外地人数値である），すでに一般
人口については「東漸」傾向が明瞭に現れていた本所，深川の両区でも外地
人人口は南葛飾吾嬬町（15人）亀戸町（12人）寺島町（12人）大島町（12人）の
各町に若干の集中を確認することができるだけである。
（10）国勢調査の結果によって確認することができる各郡，区，町村レベルでの人口は「外
　地人」のそれであって朝鮮人人口ではないが，当該国調における「外地人」中の朝鮮
　人の割合は東京府の場合，1920年81，0％，1930年93．9％と圧倒的であったから，地域
　的偏在性を確認する上で国調数値は一応の目安になるものと思われる。
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　大戦中の人口増はどちらかといえば下町よりは山の手に顕著であり，この
山の手を中心とした急増によって市内入口の府下人口中に占める割合は19年
の28．1％から21年の58．1％にまで上昇していた。当該期は東京府下における
市内人口の比率が高まった例外的な時期であった。
　一方郡域における推移も第1次大戦中と1920年代とでは異なる傾向をみせ
ていた。第1次大戦以前の分布は豊多摩郡に圧倒的に集中してお・り，同字の
朝鮮人人口は19年には719人と府下の67．1％，郡部の93．3％という高い割合
を占めていた（第3表）。豊多摩郡内の集住地域は：戸塚町と渋谷町で，1920年
の国調外地人数値によると，郡内における両町の分布割合は各々36．1％（105
人），34．0％（99人）と極めて高かった。豊：多摩郡内においてもさらに地域的
な偏りがあり，集団的流入ないしは先住者を頼っての流入が一般的であった
ことが推察される。大戦中にはこの豊多摩郡を除く全郡で人口が急増し（豊
多摩は激減），特に北豊島郡での顕著な増加によって同郡の人口は豊多摩郡
のそれに匹敵する大きなものになった。北豊島郡での第1次大戦期の急増が
先に見た市内城北部での急増との間に相互連関を持っていたのかどうかにつ
いては早計には断定できないが，北豊島郡内で増加の著しかった滝野川（43
人，郡内比19．5％）西巣鴨（41人，18．6％）巣鴨（28入，12．7％）南千住（24
人，10．9％）王子（24人，10．9％）の各町村が，南千住を除けばいずれも城
北3区と直接的に隣接していたことからみて，相互に促進的な流入が進んで
いた可能性が高いといえよう。ちなみに1930年の北豊島郡内の分布割合をみ
てみると上記の各町村でのひきつづく割合の高さに加えて，さらに東に位置
する三河島（14．6％），尾久（6．8％），中新井（1．6％）での増加が顕著であ
った。北豊島郡では1920年代を通して郡内「東漸」現象が進んでいたのであ
る。
　荏原郡においても大井町（48人，郡内比29．3％）品川町（28人，17．1％）
目黒町（27人，16．5％）といった地域で集落が生まれつつあったが，集住町
村数が少なかったために，第1次大戦以前の荏原郡の割合は全体としては高
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くはなかった。
　総じて第1次大戦期までの東京府下の朝鮮人人口の推移は豊多摩郡（戸塚，
渋谷）への圧倒的な集中が城北3区，北豊島へと東方へ拡大し，城北3画面
の最も急速であった増大を反映して府下全域に対する市内人口の比重が高ま
っていく過程であった。
　〔1920年代〕1920年代に入ってからの人口推移の特徴は西多摩郡を除く府
下全域，とりわけ郡域での人口の急増であるが，その急増は20年代の後半に
特に急速で，地域的には市内では芝，小石川，本所，深川の各区，郡部では
荏原，北豊島，南葛飾の各郡に著しく偏りをみせていた。いま仮に全区，全
郡にわたって数値が得られる大正10年（1921）を基準年として作成した第4
表によって各地区の人口増加動向を比較してみると，市内では192！－30年，
1919－1934年に5．6倍，9．3倍の増加であったのに対して郡部では9．1倍，15．7
倍で，郡部の増加が一層急速であったことが判明する。
　旧市域では本所（21．3倍）深川（18．0倍）芝（11．8倍）四谷（10．6倍）の4
区の増加率が断然他区の水準を上回っており，第！次大戦期に増加の著しか
った城北3区の増加率は2倍強といずれも相対的には緩慢であった。本所区
についていえば，同区は関東大震災による被害が最も甚大で，総人口は1930
年にいたるまで回復を見せなかったのに対して（倉林〔1982〕参照），朝鮮人
人口は1924年には震災前年のおよそ5倍に増大し，第2，第4表に明らかな
ように，その後も急速な増大を続けた。水運の便と安価な地価に恵まれてい
た隅東一帯ではすでに西南戦争以後には工業化が始まり，それは日清・日露
の戦争を通して急速に進展していたが（中小企業が中心で，第1次大戦期以
後に発展を始めた隣接する南葛飾郡内「向島区」では比較的大企業が多かっ
た），震災前までの工業化に伴う人口の膨脹が日本入のみのそれであったのに
対して，震災復興過程の人口推移は総人口が停滞し，朝鮮人人口のみが急速
に増大していた点に大きな特徴があった。同じく震災被害が大きかった深川
区でも総人口は1920年代を通して震災当時の水準には回復しなかったが，朝
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鮮人人口は24年には22年水準の3．3倍を記録し，以後も上記のように「旧市
域」内では第2番目の急速な増大を続けていた。
　郡部における増加は南葛飾（35．3倍）荏原（27，4倍）の両郡が他郡を圧倒
しており（第4表），分布割合では北豊島（17．8％）荏原（15．3％）南葛飾
（！3．4％）豊多摩（11．8％）の4郡が郡部の90．6％，「旧市域」を含めた府下
全域に対しても58．3％と高い比重を占めた（第3表）。三多摩，足立の朝鮮人
人口は絶対的には極めて小さく，後述の砂利採取業に従事する採掘夫が南多
摩郡内の多摩川沿線にいくつかの集住地域を作っていた外には“西の方向”
への発展は殆んどみるべきものがなかった。最も増加が顕著であった南葛飾
郡の増加内訳を国内外地人数値によって確認してみると，小松川町（307人
増）金町（167人増）吾嬬町（983人増）本田町（228人増）南綾瀬町（113人増）
隅田町（158人増）寺島町（388人増）亀戸町（679人増）大島町（699人増）砂町
（665人増）と流入は郡内全域にわたっており，特に隅田川，中川の両川と荒
川放水路にはさまれた吾嬬町を中心とする隅東工業地帯で増加の著しかった
ことが判明する。南葛飾郡内においては朝鮮人人口は郡内南西部に位置する
エ業（工場）地帯に集中していたのである。
　荏原郡の増加も荏原町（988人増，977？）目黒町（700入増）世田谷町（650
人増）大井町（603人増）大崎町（580人増）品川町（490人増）玉Jl［村（427人
増）碑裳町（360人増）大森町（302人増）羽田町（248人増）と全域にわたって
いたが，主要な増加地域が芝区に隣接する臨海（川）地帯であったという点で
南葛飾郡の増加傾向と良く似た特徴を持っていた。すなわち1920年代の東京
における在日朝鮮人の増加傾向は，東京府民一般の人口推移において特徴づ
けられた「西の方向」への発展とそれに次ぐ特徴であった隅東，芝浦両域の
臨海工業化に対応した「東漸」・「南北」現象に比較すると，著しく後者のそ
れに相応していた。東京府下の朝鮮人人口は1920年代の隅東，芝浦一帯にお
ける臨海工業化に対応して増加していたということが地域的な分布に現れて
いたのである。
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　北豊島，豊多摩の両郡についても国山外地人入口によって1920－30年の分
布動向を確認しておくと，北豊島郡では既述のように三河島（950人増）南干
住（663人増）日暮里（619人増）滝野川（450人増）尾久（439人増）王子（343
人増）巣鴨（255人増）板橋（142人増）中新井（107人増）の各町村で人［コが増
大し，同郡では西部を中心にしながらも次第に東部地域に拡散する形で人口
が増大していた。すなわち晶晶域（ここでは文京区）の外周に沿いながら隅
東一帯にむけて，すなわち東方，東南方，南方へと集住地域が拡大し，北豊
島，南葛飾両三の居住地域が帯状の繋がりを持つにいたるのがこの1920年代
であった。豊多摩郡の増大は中野（608人増）代々幡（544人増）杉並（504人
増）渋谷（451人増）野方（4ユ9人増）落合（347人増）千駄ヶ谷（326人増）戸塚
（307人増）淀橋（279人増）大久保（220人増）高井戸（155人増）和田堀（138
人増）井荻（97人増）での増加がその内訳で，豊多摩郡の朝鮮人人口は北豊
島郡のそれとともに絶対的な増加数としては南葛飾，荏原の両郡にほぼ匹敵
する状況であった。
皿　在日朝鮮人の職業実態
1．職業調査に関する資料について
　在日朝鮮人にカ・んする職業調査は1920年以後10年毎に3回にわたって行な
われた大調査年の国勢調査において民籍別調査の一環として実施された。し
かし，1940年については府県別の調査結果がいまだに公表されておらず，
1961－3年になって公刊された全国値についても在日朝鮮人人口は他の国内
旧植民地人口と一括されて「外地人」として計上されているために在日朝鮮
人としての独自の数値は把握できない。また，総理府統計局に残されている
はずの集計結果原表（同局『昭和15年国勢調査報告』各巻「概要」部分参照）
の再集計作業には膨大な時間と労力が必要とされる。同種の資料としてはこ
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の外，内務省警保局保安課『朝鮮人概況』が1913年以降1944年までかなりの
継続性をもって府県別の調査結果を明らかにしており，我々はさらにこの警
保局資料に再集計，推計作業を加えた田村推計値を利用することができる。
しかし，警保局資料には調査時日の不揃いや複数系列の存在といった基本的
な問題が数多く含まれており，この警保局資料の欠損年次値と多数の資料的
不整合性を補正している田村推計値も，特に個別職種の増減を検討する上で
．は資料的な制約を持っている。田村推計値は職業分類を6大項目に留めてい
るために，労働者の職種を具体的に把握する上では警保局数値ないしは国調
数値との照らし合わせが必要なのである。また，国調数値と田村推計値との
間にはかなりの乖離があり，直接的な比較を行なうことはできない。
　今，1920年，30年の就業入口及び総人口に関する警保局数値，田村推計値，
国勢調査数値を比べてみると各々以下の如くである。
　〔就業人口〕1920年（警保局・欠損，田村・24，856人，国勢調査・35，214
人）1930年（警保局・欠損，田村・215，974人，国調・259，998人）。
　〔総人口〕1920年（警保局・30，149，田村・30，149人，国勢調査・40，755
人）1930年（警保局・298，091人，田村・298，091人，国調・419，009人）。
　1920年，30年，40年における警保局数値（田村推計値）の後者に対する割
合は，就業人口の場合70．6％，83．1％，総人口の場合74．0％，71．1％とそれ
ぞれかなり低い〔本稿注（3）参照〕。
　全国あるいは個別地方の断片的な職業調査資料は他にも多数残されている
が，さしあたり我々が長期的視野から統計分析を試みる際に利用すべき資料
は上記のものに限定されよう。
2．在日「朝鮮人」職業分類
　まずはじめに全国レベルに表れた職業構成の推移についてみることにしよ
う。第2図はそれを示すものである。全体として在日朝鮮人の有職比率は次
第に低落し，その傾向は1930年代以降に顕著になっている。総人口中の就業
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第2図　在日朝鮮人職業別構成（全国）
192・年u二：lttt一コ1930｛ll　tt
1940年
19… u二’
（o／．）　O 10 20 30 40 50 60 70 80 90　100
　　（％）
i労働者 爾、 『農燭 葺騨i難霧・．・其他職藁：・：　　　　．　　　●　　　■　　　● 非就業人口
ユ920 76．6 1．6 1．6 0．3 2．3 17．6
1930 60．0 3．6 0．5 0．1 8．1 27．5
1940 42．1 5．8 0．7 0．3 2．6 48．5
1945 45．1 3．1 Q．8 0．5 ！．6 48．9
資料　田村紀之「内務省警保局調査による朝鮮人人口（IV）一職業別人ロー」（『経済と経済
　　学』，第49丹，1982年）による．
者人口比率は1920年の82．4％から30年72．5％，40年51．5％，45年51．1％と傾
　　　　　　　　　（11）
向的に下がっている。これは第！次大戦以前の日本への移住が職を求める青
壮年男子中心のそれであったのに対して，1920年代以後は家族の来日，留学
生の来日が増え，次第にそれらの比重が増していたことの反映である。こ
の間，在日朝鮮人の男女比率は1920年の男88．5％から30年72．3％，40年62．37
％，45年64．7％と次第に男子の比率が低下している。就業人口中の男女比の
推移は興味深いが，今のところ田村推計値からそれを読みとることはできな
い。一方，一戸当り人員は1920年の2．95人から30年3．17人，40年3．99人，3．54
（11）田村推計値における非就業人口は「失業者・無職」，「学生・生徒」，「在監者」からな
　るが，「失業者・無職」の定義付けと原資料（警保局資料）が持つ制約性については田
　村〔ユ982〕を参照。
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　　　　　　　　（12）
人と増大している。これらの変化も求職青壮年男子中心の移住が漸次多様化
していたことの反映であろう。こうした婦女子の割合の増大は民族集団が形
成されるための必要条件でもあったと思われる。
　第2図に示された職業構成の変化についていえば，1930年に「其他職業」
が急増しているが，これは国調との比較から旅館飲食店，芸妓，酌婦等の増
加を反映しているものと思われる。この他目立った点としてユ920－40年に商
業従事者が1．6％から5．8％へと増加している。田村推計において整理された
6大項目の推移でいえば，この商業従事者と30年の「其他職業」の増大以外
では，在日朝鮮人の職業構成は労働者人口比の76．6％という異常な高さから
42－45％水準への低下，従って，非就業人口比の増大という点に最大の変化
を認めることができよう。
　ところで以上にみてきた全国動向と比較すると各県の階層構成の推移は
それぞれかなりの偏りを持っていた。そして東京はそうした偏りが最も大
きな地方の一つであった。その違いの第1は学生の存在に規定された全期間
を通しての非就業人口比率の高さと1920年代におけるその構成比率の低下で
あり，第2は1920年代以降30年代までの総人口中の労働者構成比の他県を圧
する急速な増大である。すなわち全国動向でみられた職業構成変化の大きな
特徴，非就業人口比の増大と労働者構成比の低下という両面において東：京の
動向は全国的なそれとの間に大きな違いを持っていたのである。この点を補
足すると，東京では「本業・者」中の非就業者比率は既に1920年には55．6％と
極めて高かったが（20年の場合，非就業者の97．2％は学生・生徒である），そ
の後1920年代の労働者の急速な増大を反映して30年には34．7％にまで低下し
ている。もっともその数値は全国平均値27．5％の1．3倍で，その後35年以降
の学生の再増によって40年に58．3％，45年には60．6％にまで上昇している。
東京府下の朝鮮人は一貫して非就業人口比率が高かったが〔ボトムとなった
（12＞男女比率，一戸当たり人員については田村〔1982〕による。
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第3図　在日朝鮮入職業別構成（東京）
1920年［2iXIIXI
ig30f’ii　！lllll　lilllllllllllEillllli．1・1’i畑焼⊂コ
19・・R霊 ????1945年
（o／．）　O 10　20　30　40　50　60　70　80　90　100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
h労働煮「： （【。業 巧農業’漁　　、鶴扇蟹一双、．．．．．　　，　．呂o9I職灘簸・∵其他職業∴ 非就業人口
1920 36．6 5．3 0．0 2．2 0．3 55．6
1930 61．6 1．0 0．0 0．3 2．4 34．7
1940 31．4 7．3 0．0 1．1 1．9 58．3
1945 27．7 6．5 0．0 2．7 2．5 60．6
資料　第2図に同じ，
1930年段階においてもその3分の1以上が学生・生徒を多数含んだ（非就
業者の30．9％）非就業者であった〕，震災以後，特に1920年代には後述の労働
者比率の高まりを反映してその割合を低下させていた。
　もう一つの大きな特徴である階層構成における労働者比率の変化について
はさらに注目しておく必要がある。1920年代の東京の朝鮮人労働者は1927年
をエポックとして急速に増え，労働者比率は30年には61．6％と一時的には全
国平均値（60．0％）を上回る水準にまで達した（第3図）。労働者数は第1次
大戦後半から急増して，1915年の73人から22年の2，000人にまで増加し，翌震
災当該年に1，100人にまでいったん落ち込んだものの，以後は24年5，200人，
25年7，100人，26年7，800人と震災以前の水準を大きく上回り，27年からは1
万1，000人，1万9，000人，2万人と連年一層急速に増え続けた（各年の推移
については田村〔1982〕に依る）。震災当該年の増減についていえば，虐殺事：
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件の風聞が伝わることによって東京のみならず全国的にも帰国者が増大し，
一方，震災直後から「内地」への渡来が制限されたこともあって在日人口は
23年初頭の12万人から同年9月末，12月末には各々9万2，000人，8万人へ
と落ち込んだ〔「震災後の鮮人労働」（『エコノミスト』1924年10月1日）〕。し
かし，東京の労働者数はその後は昭和恐慌期に1万8，000人へと再度落ち込ん
だ後は36年までおよそ2万人の水準で横這いに推移し（これが30－40年の労
働者比率の低下にも反映されている），39年以後には絶対数としては再び顕著
に増大している。この労働者の急増は日中戦争期になってからの学生・生徒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）数の増大によって構成比率の増大としては表れていないが，38年の2万人以
後39年2万3，000人，40年2万7，000人，41年3万5，000人と42年のピーク4万
2，000人前達するまで増加速度は急速であった。
　東京の労働者構成比を主要な府県と比較してみると東京と同様に1920年代
に労働者比率が急速に高まっていたのは同じく震災にみまわれた神奈川県で
あった。大阪，福岡，北海道等他の主要府県はいずれも全体として労働者比
率が東京に較べて高く，特に北海道は一貫して六割以上という高率を維持し
ていたが，1920年から30年までの推移についていえば，東京，神奈川の労働
者比率の増大は他府県を圧倒するものがあり，両府県の30年の構成比率61．6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（i4）％，58．1％は同年の他府県の水準を凌駕する極めて水準の高いものであった。
東京，神奈川のこうした他府県とは異なった階層構成比の推移は1920年代後
半の震災復興が両県の労働力需要に大きな変化をもたらし，それに対応して
朝鮮人の対東京・神奈川移住にも変化が生じていたことを窺わせる。1920年
代の職業構成の変化をさらに詳しくみることにしよう。
（13）学生・生徒数の増加については30年代後半になってからの私立大学を中心とした高
　等教育機関の充実，留学資格・条件の推移，在日児童の成長数と来立学生・生徒数の比
　率といった問題が検討されるべきであろう。
（14＞E日村’〔1982〕　による。
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3．東京府下の朝鮮人職業構成
　東京府下の朝鮮人職業構成については既に触れた田村推計が唯一の年次別
資料であるが，先にも述べたごとく，この資料では職種別の構成を具体的に
把握することはできない。そこで1920年，30年の国勢調査報告によって東京
府下の朝鮮人の職業構成を小部類レベルで表示した第5表を作成した。両時
点の数値を整合させるために1920年の「本業なき従属者及び家事使用人」に
ついては職業分類を考慮せずに「無職」に一括してある。これによると，両
時点の間で大きく構成が変化しているのは急増をみせた「其他有業者」とそ
れについで増大していた「交通業」，「工業労働者」，そして対照的に急減し
た「学生生徒」である。構成比率は「工業労働者」がもっとも大きな割合を
占め，1930年の場合，全体の25．7％である。もっとも当該国調の職業分類は
通常採用される職業別区分ではなく産業別区分になっており，ここでの「工
業労働者」もその主要なものは土工線路工夫（15，1％）で，「工業労働者」の
中のおよそ6割はやはり土木建築業に従事する建設労働者であった。本来の
工業労働者といいうる職種は比較的割合の高いものでも硝子職（1．9％）製糸
紡績（1．2％）裁断工裁縫工（0．8％）靴草履下駄職（0．6％）にすぎず，いずれ
も上記の職種に比べると構成比率は極めて低かった。
　「其他有業者」のうちのおよそ3分の2は日雇（8．1％）で，雑役夫（1．9％）
掃除夫（1．4％）と合わせた不熟練3職種が「其他有業者」の殆んどを占めて
いる。「交通業労働者」の中心は配達夫（3．0％）で，自動車運転手（1．8％）仲
仕運搬夫（！．5％）がこれについでいる。配達夫，仲仕運搬夫はいずれも不熟
練労働といえよう。鉱業部門の土石採取夫は多摩川一帯の砂利採取業に従事
していた労働者であり，他県における鉱業労働者が炭鉱労働者，鉱山労働者
によって占められていたのとは趣を異にしている。こうした都市部における
朝鮮人不熟練労働者の急増は，大阪市社会部の調査でも次のように認識され
ていた。「近来，国家的都市計画事：業に刺激され，一般土木建築事業大いに起
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第5表　在東京朝鮮人職業分類
1 9　20　年 1 9　30　年
（人） （％） （対日本人比％） （人） （％） （対日本人比％）
農　　　業 13 0．6 一 256 0．7 一
水　産　業 『 一 一 36 一 一
鉱　　　業 22 0．9 一 861 2．4 26．3
土石採取夫 21 一 836 2．3 44．1
工　　　業 724 29．1 一 9β26 25．7 12．3
土工道路線路工夫 87 0．2 5，479 15．1 23．9
硝　子　職 123 2．1 679 1．9 7．9
紡績製糸 138 0．4 435 1．2 0．7
（編工組工〉 9
?
（139） （1．9）
（染色工捺染工〉
? 9 （124） （1．0）
裁断工裁縫工 20 0．1 303 0．8 0．6
靴草履下駄職 9 一 231 0．6 3．6
商　　　業 239 9．6 一 2，465 6．8 3．6
店員売子
? ? 576 ユ．6 0．3
露店商行商
? 「》 570 1．6 2．0
物品販売業主 9 ? 563 1．6 0．3
交　通　業 96 3．9 0．1 2，605 7．2 1．9
配　達　夫 9
?
1，078 3．0 7．2
自動車運転手 9
? 669 1．8 2．1
仲仕運搬夫 9 9 526 1．5 4．2
逓　信　業 7 0．3 ｝ 23 ｝ 一
公務自由業 120 4．8 一 437 1．2 一
其他有業者 95 3．8 0．3 4，437 12．2 6．1
日　　　雇
? 9 2，924 8ユ 16．4
雑　役　夫
? 9 705 1．9 3．1
掃　除　夫
? ? 515 1．4 7．3
家事使用入 2 一 一 ユ42 0．4 　
無職及本業無 1，167 46．9 一 15，660 43．2 0．1
学生生徒
?
一 3，741 10．3 0．4
合　　　　計 2，485 100．0 0．1 36，248 100．0脚 0．4
資料　　『大正9年国勢調査報告』府県の部，第一巻『東京府』，『昭利5年国勢調査報告』府県
　　　編，第4巻『東京府」．
注1　有業者は本業として何等かの業務に従事する者．本業者としての失業者は「本業なき従
　　属者及び家事使用人」と一括して「無職及本業無」に計上したが，これは昭和5年版にお
　　いて両者の分割が不可能なためである．
注2　1920年の「土工道路線路工夫」には業主を含む．対日本山比は日本人土木建築業労務者
　　に対する比率，硝子職は窯業本業者人口，対日本人比は日本人「硝子硝子品製造労務者」
　　に対する比率．紡績製糸は繊維業本業者人口，対日本人比は紡績・製糸関連B本人労務者
　　に対する比率．裁断工裁縫工は「被服，身の廻り品製造業」本業者人口，対日本人比は日
　　本人「和服裁縫労務者」「洋服裁縫労務者」に対する比率．従って1920年に関する対日本人
　　比はユ930年のそれに比べると信頼性が低い。
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り，益々土方，人夫の労力の欠乏を感ずる秋に，朝鮮人労働者が之に従事し，
其事業を経験するに従ひて此職業を専業とせしものにして，低廉なる労銀と，
低級なる生活とによりて，内地人土方，人夫の最下級の者の手下に使役され
たるものである。」（大阪社会部調査課〔1924〕29ページ。）
　要するに1920年代の東京府下の朝鮮人「工業労働者」は硝子職，紡績とい
った一部の職種を除けばいわゆる工場労働者が極めて少なく，その職業の多
くは土木関連の不熟練労働であった。「其他有業者」，「交通労働者」もその実
態は殆んどが不熟練労働者であった。そして，こうした不熟練労働者の問で
はその労働の性格故に職種間の移動も容易であり，固定職種に就く労働者の
数は少なかったものと思われる。1920年代において進展した都市化，土木事
業の拡大，すなわち復興事業の展開の中で需要が増大した各種不熟練労働へ
の就業，それが東京にお・ける朝鮮人労働者の急増の実態であったのである。
　これら朝鮮人労働者が同じ職種に就く日本人労働者に対して持っていた位
罷については，個別の職種ごとに民族的な階層関係を検討する必要があるが，
さしあたり量的関係に問題を限定して確認してお』けば，1920年には硝子職が比
較的大きな割合を占めていたと思われるものの，土工道路線路工夫については
0．2％にすぎず，全職種での対日本人比は0．1％の水準にとどまっていた。こ
れに対して1930年には全般的に朝鮮人比率が増大し，特に土石採取（44．1％〉，
土工道路線路工夫（23．9％），日雇（16．4％）ではその割合が高まっていた。
不熟練労働の分野での朝鮮人労働者の進出はこうして「現在彼等が土方，人
夫方面に於て有する勢力は，確に，内地人失業者が，所謂不熟練労働者とし
て土方，人夫の業に入らんとするものを遮るには充分である。東京市に於け
る，道路工事用人夫として，朝鮮人労働者を唯一のものとなし居るが如き，
又，大阪地方に於ける，築堤，或は改諜工事に朝鮮人労働者の重要さるる，
其好適例である」〔大阪府社会部調査課〔1924〕29ページ）として行政当局
にも対応を急がせる事態を作り出していたのである。
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4．東京府下の朝鮮人労働者の就業実態
　すでにみてきたように東京府下に働く朝鮮人労働者には大きく分けて，圧
倒的な割合を占める不熟練労働者と特定分野の工場に働く工場労働者の2つ
があった。前者の職種としては土木工事に雇用される者が最も多く，1924
年を対象とする警視庁の調査資料（「東京府下在留朝鮮人労働者に関する調
査」）にお』いても土木建築関連（20．0％），土石採取（1．2％）が有職者総数の
5分の1以上を占めていた。そしてこうした朝鮮人労働者は「人夫請負人，
工事場の下請人，飯場頭等の手に依り漸次新なる工事を遂ふて所々転々する
を常」としていた。注目をひくのは，こうした土木関連職の主要なものは隅
田川沿岸，芝浦の埋立工事に関係があったということである。すなわち「最
近に於いては土木工事に雇用さるる者最も多く，多摩川沿岸の玉南鉄道工事，
砂利採取場面に於て筋肉労力を要する運搬トロ押し其他極めて簡単なる労働
に従事する者及芝浦方面，隅田川沿岸等に於て埋立工事人夫及運搬仲仕等に
　　　　　　　　　　　　　（15）多数の労働者従事しつつある」状況が生まれていたのである。
　第6表には1924年8月10日現在における府下の「朝鮮人」就業者30人以上
の職場を表示してあるが，就業規模が大きくなる程，土木関連職種の割合が
高くなっていることが判明する。就業者数が最も多いのは本所大平町の相愛
会本部に寄宿する「不定人夫」（525人）で，彼等は隅田一帯の土木作業を主
たる就業対象としていた。同会バラックに寄宿する浜面町の埋立地「土木工
事人夫」，深川山千田町の「不定人夫」も同様の職種，就業場所を持っていた。
もう一つ特徴的な職種は砂利採掘夫で，これは主として多摩川沿線に就業し
ていた。このように在日朝鮮人の場合は就業地周辺に集団的就業の拠点を設
ける事例が多くみられたが，これらが当該地域に存在した朝鮮人部落への人
（15）中央職業紹介所「大正ユ3年　東京府ド在留朝鮮人労働者に関する調査」。原資料は警
　視庁「東京府下在留朝鮮人労働者に関する調査」（朴慶植〔！975〕第1巻所収）。
一136一
震災復興期の東京府．下朝鮮人労働者に関する人口・職業分析　721
第6表　東京府下朝鮮人30人以上の就業場
（大正13年8月10日現在警視庁調）
就　　　業　　　場　　　所 人　数 合　宿　所　在　地
四谷千駄ヶ谷間線路工事 35 千駄ヶ谷駅構内バラック
不定人夫 525 本所大平町2－1，相愛会寄宿舎
深川区浜園町埋立地土木工事 48 同上バラック
三河島1088　El本原毛株式会社 37 同上寄宿舎
油井村西長沼，玉南鉄道工事 40 同上　菱山万吉
同　　　上 39 七生村南手1863，高橋春吉方
多摩郡村建光寺鉄道砂利採掘 83 多摩村下師原，小形組部屋内
多摩郡拝島村地端紅摩川原砂利採掘 75 多摩村1637，西尾組土木部屋
氷川村多摩川水力電気工事砂利採掘 117 散　　　宿
不定人夫 42 深川区千田町538，李李石方
　　資料　中央職業紹介所「大正13年　東京府下在留朝鮮人労働者に関する調査」（朴慶植
　　　　　〔1975〕第1巻，429ページ以下所収）．
　　注　　就労人員2，134人，合宿所又は宿泊所に収容1，996人（93．5％）．
口吸引という点で中核的な役割を果たしていたものと思われる。
　この他，絶対的には少なかったものの隅田川以東の工場地帯には工場労働
者も漸次増加し，彼等は主として紡績女工，硝子職工として職を得ていた。
いずれも長時間労働，高熱，低賃金といった点で労働条件が劣悪な職種であ
り，日本人労働者の募集が困難であった分野である。三河島原毛株式会社の
場合は37人中33人が女性であったが，この女性比率の高さにも表れているよ
うに就業者は主として女工であった。大井町東京毛織会社，本所緑町河野硝
子工場，深川中山硝子工場，砂町東京亜鉛板工場にも朝鮮人工場労働者が若
干就業していた。
　こうした在日朝鮮人労働者の就業についていま一つ一般的な特徴として確
認されるのは，就職先を捜す手立てである。彼等の「大部分は集団的にて就
業し随て其の生活も集団的に営む者多く個々単独に就業し居るものは内地の
事情に精通し居る一部分のみにして其の数は比較的に少し，而して郡部の土
木工事に就業し居る者は仕事の為に其の地に来住する者なるが故に失業者な
く全部が就業しつつあり，市の内外に亘って居住し木賃宿に宿泊する者の中
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には内地人自由労働者の群に交り深川，本所等の街頭に毎朝開かるる自由労
働市場に立ち職を求むる者も相当多く，其の他の者は先住せる同郷の先輩知
人等の手に依り或は朝鮮人相愛会，一善労働会等の鮮人（ママ）労働者救済
　　　　　　　　　　　　　　　　　｛16）団体に頼り労働を求むる者」であった。この資料にも指摘されているように
土木関連不熟練労働においても工場労働においても多くの場合，朝鮮人労働
者の就職は集団的になされていた。先の「東京府下在留朝鮮人労働者に関す
る調査」によれば，1924年5月1El現在にお』ける朝鮮人の東京府下有職人
口は2，995人で，同年7，8月における10名以上の集団就業者数はそれぞれ
1，473人，2，134入に達していたという。この「10名以上」を仮に集団的とす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
るならば集団的就業者は全体の過半を越えていたことになる。
　こうした集団的就業者の就業経路については残されている資料が乏しいが，
第7表はその一一“Xを示す貴重な資料の一つである。この調査は1928年5月末
現在を対象として東京府が有力な朝鮮人保護団体を通して行なった依託調査
第7表　就職手段内訳 （o／o）
就　職　手　段 世帯員　　独身者
保護団体 45．3　　　51．3
知人友人親戚の紹介 21．5　　　22．2
自　分　で 19，8　　　12．8
職業紹介所，官庁 2．5　　　　1，5
飯場，親分等 4．5　　　　5．8
前　雇　主 0．3　　　　一
募　　　集 4．8　　　　0．4
請　　　負 1．3　　　1．2
新聞広告 一　　　　〇．1
学校の先生 一　　　　〇．1
不明其他共　　計 100．0　　　100．0
資料　東京府社会課『在京朝鮮人労働者の現
　　オ犬』　1929年。
注　　この調査は1928年5月末現在の状況に
　ついて朝鮮人「保護団体」を通して調査し
　たものであり，調査者自身「本調査が主に
　之等保護団体を通じて思考したものであ
　る関係上一種の特殊fl勺現象であることを
　断っておく」として，「保護団体」による就
　職の比重が高いことに疑問を呈している。
　ちなみに「保護団体」とは「日鮮融和」「朝
　鮮人労働者保護」をうたっていた相愛会，
　野方汗愛寮，東昌会，共和園，在日本朝
　鮮労働一心会，力行社，一善労働会であ
　る．
（16）同上
（17）ここでいう集団的就業者の求職手段が手配師等の職業的仲介者の手を通したものな
　のか，親方あるいは一般的な親類，縁者，知人等の紹介によったものなのかは判然と
　しない。
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であり，その結果については依託先の保護団体がその存在意義を自己宣伝す
る結果になっている可能性が高いとして，調査機関自身が利用にあたっての
注意を促している。従ってこの資料の数値をそのまま解釈することには実態
認識を損ねるという危険が伴うが，．ここから朝鮮人労働者の就職においては
職業紹介機関や新聞広告といった通常の就業方法を取る者の割合が低かった
という傾向を読みとることは可能であろう。東京府下の朝鮮人労働者は主と
して「保護団体」，知人・友人・親戚の紹介，飯場・親方の紹介といった経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18｝
路を通して彼等の職場を得ていたのである。
（18）在日朝鮮人の日本への移住がこうした就業経路と密接な関係を持っていたであろう
　ことは，彼等の出身地別構成からもある程度推測することができる。田村〔1982〕に
　依拠して量：的推移を確認しておくと，日本に移住してきた朝鮮人は慶乱臣北道，全羅
　南北道出身者がその八割強を占めていた。1930年の場合，在日人口29万8千入のうち
　50．9％が慶尚道出身者，30．7％が全羅道出身者で，両者を合せると全体の81，6％1こも
　上っていた。30年をはさむ1920年，ユ945年目構成比率もほぼ同様で，1920年の場合慶
　尚道49．1％，全羅道29．2％，45年は慶尚道55，1％，全羅道24．8％で，時期を下るに従
　って慶尚道出身者の比重が増大し，全羅道出身者の比重が若干低下しているが，それ
　でも全体を通して両道出身者が占める圧倒的な割合は変化しなかった。
　　さしあたり問題となる関東大震災以後の東京・神奈川の出身地別内訳についていえ
　ば，両地域とも慶尚道出身者比率が5－6割，全羅道出身者が2－3割と全国動向と
　ほぼ同じ特徴を持っていた。東京では1920年代前半には慶尚道，全羅道出身者とも全
　国値に比べて相対的には割合が低く，後半になって次第にその比重が増大しているが，
　神奈川では20年代前半，特に23－4年には慶尚道出身者が6割5分強と極めて大きな
　割合を占め，それが後半にはいって5割強にまで低落するという異なった動きをみせ
　ていた。しかし，1920年代の東京，神奈川地域の流入動向は慶尚道，全羅道の構成比
　率の圧倒的な高さが一貫して続いていたという点においてほぼ全国動向に一致してい
　たといってよい。東京について補足すれば，1940年代に入ってからの成鏡南北道，平
　安田北道，黄海道出身者の急増が注目をひく。東京人口の構成比率は1920年には慶尚
　道48．0％，全羅道28．2％，成・平・黄道7．9％，1930年には同じく52．4％，27．1％，6．5
　％であったが，45年には慶尚道41．6％，全羅道26．5％，成・平・黄道16．7％と北部諸
　道出身者の割合が急増している。ちなみに太平洋戦争期に入ってからの人口増が東京
　以上に顕著であった神奈川ではこうした新しい地域的な偏りはみられなかった。東京
　への北部出身者の流入が目立つようになるのは38年からで，特に39－43年にそれが顕
　著になった。当該期が「強制連行」の最も盛んなH寺期であったことからみて，朝鮮総
　督府府管内での徴用計画の地域的な分担が東京への流入動向に新たな出身地の偏りを
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　これらの経路を具体的に示す資料として再び先の「東京府下在留朝触人
労働者に関する調査」を紹介しておくと，「市内の木賃宿に寄宿する者は本
所，深川辺の木賃宿多き街頭に早朝開かるる屋外労働者の労働市場に内地人
自由労働者の間に交り日々の労働を求むるを常とし，中には一定の傭主の下
に引き続き毎日労働するものもあり，工場に労働者しつつある鮮人（ママ）労
働者を頼りてその工場に雇傭せらるる事例は殊に女子に多きが如く，市内の
営利職業紹介業者の門を潜る者は極めて少し，更に公益職業紹介所の利用状
況を見るに目下大都市の職業紹介所は内地人求職者殺到し，一方財界の不況
の久しき有力なる求入口甚だ払底を告ぐるを以て求人開拓に極力力を用ひ辛
ふじて需給の調節を図りつつあるが如き状態にして，嘗て一時鮮人労働者
（ママ）の紹介所に求職する者相当数を示したりしが，彼等は言語に通ぜず且
つ何等特別の熟練なく又一方大部分の求人者は鮮人の雇傭を好まざるを以て
彼等を紹介するには内地人求職者を紹介するに比し数倍の手数と困難を伴ひ
其の結果は自然内地人紹介に比し不良を免れざる状態」であったという。一
般職種からの民族差別的な締め出しを受けていた在日朝鮮入は就業機会を見
出す限られた手段としていわゆるドや街の自由労働市場や知人，朝鮮人親睦
団体を介した工場への就職を見出していた。郡部の土木関連職種については
特に集団的移動，就業が顕著であった。彼等の集団的な就業は公的機関によ
る就業斡旋を受けることができなかった朝鮮人労働者が選択を余儀なくされ
た，いわば自衛的手立てであったということが読みとれよう。
　第8表は在日5年以上の朝鮮人労働者に対する東京職業紹介所の取り扱い
実績を示したものであるが，これによっても朝鮮人労働者の就業手段の特異
性を確認することができる。この資料によれば，求職者に対する求人数は平
もたらしていた可能性が高い。
　いずれにしろ同郷者を頼って職を探すという一般移住の際に多くみられた朝鮮人の
来日方法は全国レベルでも東京，神奈川のレベルでも出身地異構成に明瞭に反映され
ていたということができよう。
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第8表　已住5ヵ年「朝鮮人」労働者職業紹介取扱成績 （人，％）
求人数（A） 求職数（B） 就職数（C） C／A％ C／B　％ A／B　％
1924年 185 809 146 78．9 18．0 22．9
1925年 287 1β47 154 53．7 U．4 21．3
1926年 293 1，503 175 59．7 11．6 19．5
1927年 227 1，537 145 63．9 9．4 14．8
1928年 247 935 94 38．1 10．1 26．4
合目計 1，239 6，131 714 57．6 11．6 20．2
資料　金賛汀『雨の働i堤』75ページ，原資料は東京職業紹介所調査．
注　　1928年は9月20日までの数値．
均して20．2％であり，求職者に対する就職者は同じく11．6％にすぎない。朝
鮮人労働者に対する求人需要がこうした公的職業紹介機関において極めて少
なかったことは明らかである。求人数に対する就職者の割合が57．6％と低か
ったところがら判断すると，その就業条件もかなり劣悪であったものと推察
される。紹介機関への求人の少なさが上記の資料にも述べられていた民族的
な差別待遇ともあいまって朝鮮人労働者の足を当該機関から遠ざけていたも
　　　　　　　（19）
のと思われる。
（19）一般に朝鮮人労働者の賃金水準は日本人のそれに比べると6－8割に留まる低廉な
　ものであった。民族差別的な賃金については多くの資料が残されているが，さしあた
　り大阪市社会部調査課〔1924〕78ページ以下，中央職業紹介所「大正13年　東京府下
　在留朝鮮人労働者に関する調査」（朴慶植〔1975〕第1巻）434ページ以下，内務省社会
　局第1部「大正13年7月　朝鮮人労働者に関する状況」（同上）463ページ以下の賃金
　調査の項を参照。
　　ところで東京府社雄魂〔1936〕（朴丼鉢〔1975〕第1巻1027ページ）によれば1924年の
　世帯員，独身者の就職手段は各々「知人の紹介」（30．0％，40．8％）「職業紹介所」（48．1
　％，16．1％）「保護団体」（4．9％，16．9％）「自分で」（11．3％，13．1％）であったとい
　うから，1920年代の末期になって朝鮮人労働者による職業紹介機関の利用は次第に増
　えていたのかもしれない。しかし，この時点においても「知人の紹介」，「保護団体」
　の比重は依然として高い。もっとも1920年代においては日本人の就職手段も公的職業
　機関の仲介を主としていたわけではなかった。むしろ縁故募集の割合は従業員100入国
　上の規模で見た場合，特に不況期には支配的ですらあった（安春植『終身雇用制の日
　韓比較』，論創社，1982年，98－99ページ，西成田豊「満州事変期の労使関係」（『一橋
　大学研究年報　経済学研究』26，1985年，249ページ）。
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　そして以上に述べてきた特定職種にたいする限定された就業手立ては朝鮮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）人労働老の集住傾向を一層固定化し，また促進していったものと思われるg
IV　ま　と　め
（1）1920年代において在日朝鮮人人口は全国的に急増したが，東京の場合，
それは特に顕著であった。そして東京における彼等の増大は震災以降の復興
事業の進展に対応して階層構成を大きく変化させ，不熟練労働者，なかでも
土木建築労働者中心のそれへと内容を変えていた。工業化の進展の中での流
入増ではあったが，朝鮮人労働者の職種はわずかな例外職種を除けば工場労
働の分野には殆んど拡大せず，相互に流動的であったと思われる低級な不熟
練労働の範囲に留まっていた。
（2）新東京朝鮮入の階層構成の変化は移住地域の分布にも直接的に反映し
た。在日朝鮮人が就業してい拳主要な職種は土木建築関連のそれであってt
彼等に対する労働力需要を主として創り出していたのは隅田川下流，芝浦一
帯の埋立，臨海工業化であったから，隣接する本所，深川の“川向こう”，南
葛飾，北豊島北部，荏原郡では彼等の人口がとりわけ急増した。それは“西
の方向”への発展を基調としていた1920年代の東京府下における一般人口の
推移とは大きく異なる展開であった。在日朝鮮入の急増地域は震災被害の甚
大な区域が多かったが，そうした地域では日本人の復帰，増加をはるかに上
回る急速なテンポで増大がみられた。
（3）在東京朝鮮入の就業は公的機関においても日本人との聞で民族的に差
（20）東京府社会課〔1929〕によれば，1928年時点において朝鮮人労働者10名以上を収容
　する「人夫部屋」は市内に194ヶ所，郡部に295ヶ所存在していた。主要な存在地域は
　深川区（87）芝（19）の両区と北豊島（79）荏原（59）南葛飾（57）豊多摩（51）北多摩
　（28）の各郡であったが，ここにも既に見てきた朝鮮人人口と同様の地域的分布を確
　認することができる。
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別されていたから，その就業職種，就業形態は独特の特徴を持つにいたった。
1920年代の在日朝鮮人の急増諸区域はいずれも震災による廃虚化，居住条件
の劣悪化がもっとも甚だしく，従って人口流出も激しい地域であったが，そ
のことは在日朝鮮人に日本人との間に相対的には摩擦を生まない居住空間を
提供することになった。またそれらの区域は地価の低廉さ，交通の更といっ
た点ではもともと経済的に有利な条件を持っていたから，復興計画の進展に
伴って工業化の中心地域となり，その工業化の展開につれて土木建築関連の
不熟練労働の就業機会を生みだす場所ともなっていった。そして在日朝鮮人
の就業は自由労働者の立会い就業を除けば一般労働市場を通してではなく，
親類，知人，親睦団体を頼って集団的になされる場合が多かったが，そうし
た就業実態が就業場所の地域的な偏りともあいまって彼等の集住傾向に一層
拍車をかけたものと思われる。
（4）なお，本稿の主たる分析対象ではなかったが，在日朝鮮人の出身地域
が偏在し，また戦時期になってその偏在性が変化していたこと，朝鮮人の対
外流出が対日のみならず対中国東北へと展開していたことを考慮するならば，
朝鮮人移民の問題については旧植民地圏全域を対象としたグローバルな考察
が必要といえよう。
一　143　一
728
参　考　文　献
〔1〕岩村登志夫『在日朝鮮人と日本労働者階級』，校倉書房，1971年。
〔2〕小沢有作編『近代民衆の記録10　在日朝鮮人』，新人物往来者，1978年。
〔3〕大月文平「北海道に於ける朝鮮人鉱夫問題（上）（下）J（『労働事情』第121，122号）
　1930年。
〔4〕大阪市社会部調査課編纂『朝鮮人労働問題』，弘文堂，1924年。
〔5〕金賛汀『雨の働巽一在日朝鮮人土工の生活史一』田畑書店，1979年。
〔6〕金哲『韓国の人口と経済』，岩波書店，1965年。
〔7〕久間健一「朝鮮農民の内地移出の必然性」（『社会政策時報』第244号）1941年。
〔8〕倉林義正編「関東大震災（1923）関連主要文献目録（その1－3）」，SERUND
　Discussion　Paper　Series，　No．1，No．5，No．10，1982－4年。
〔9〕　　　　「関東大震災のSSDS　　もうひとつの方法序説」，　SERUND　Discussion
　Paper　Series，　No，　3，　19820
〔10〕　　　　「関東大震災のSSDS」（『経済研究』第34巻第2号）1983年。
〔11〕武田行雄「内地在住半島人問題」（『社会政策時報』第213号），1938年。
〔12〕田村紀之「内務省警保局調査による朝鮮人人口（工一V）」（『経済と経済学』第46－
　50号），1981－2年。
〔13〕　　　　　「植民地期「内地J在住朝鮮人人口」（『経済と経済学』第52号），1983年。
〔14〕坪内庄次「朝鮮入労務者内地移動の原因について」（『入口問題』第6巻第2号），
　1943年。
〔15〕東京府社会課『在京朝鮮人労働者の現況』，1929年。
〔16〕　　　　　『在京朝鮮人労働者の現況』，1936年。
〔17〕富樫光隆「関東大震災による経済的被害の推定」SERUND　Discussion　Paper
　Series，　No．　4，　19820
〔18〕　　　　「関東大震災の経済活動への影響」SERUND　Discussion　Paper　Series，
　No．　4，　19820
〔19〕　　　　「大震災被害の数量経済史的研究」（『明治大学短期大学紀要』第34号〉，
　1984年。
〔20〕戸塚秀夫「日本における外国人労働者問題」（『社会科学研究』，第25巻第5号），
　1974年。
〔21〕林博史「1920年代における在日朝鮮人労働運動対策」（『一橋研究』第8巻4号），
　1983年。
〔22〕朴日歯『朝鮮人強制連行の記録』，未来社，1965年。
〔23〕→偏『在日朝鮮人関係資料集成』全5巻，三一書房，1975年。
〔24〕一編『朝鮮問題資料叢書』全10巻，アジア問題研究所，1982年。
〔25〕朴在一『在日朝鮮人に関する綜合調査研究』，新紀元社，1957年。
〔26〕廣崎眞八郎「半島人の移入と其の労務管理」（『社会政策時報』第239号），194e年。
〔27〕松本俊郎「関東大震災後の社会不安と経済問題」，SERUND　Discussion　Paper
一144一
震災復興期の東京府下朝鮮人労働者に関する人口・職業分析　ア29
　　Series，　Ne．　2，　19820
（28）　Toshiyuki　Tamura，“Korean　Minority　in　Japan　An　Overview；’　Asian　Eco－
　　nomies，　RESEARCH　INSTITUTE　OF　ASIAN　ECONOMIES，　1983，　Seoul．
（29］　＝’lncome　Threshold，　Contact　Theory　and　Korean　lmigrants　to　Japan；’
　　Journal　of　East　and　West’Studies，　Vol．　xt，　No．　2，　！983，　Seoul．
一　145　一
